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指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める

条例の制定について

保健福祉部高齢対策課

１ 制定の趣旨

介護保険法（平成９年法律第123号）の一部改正に伴い、指定居宅サービス等の事業

の人員、設備及び運営に関する基準等を定めるため、新たに条例を制定しようとする

ものである。

２ 条例の概要

指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等については、従来、

指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成11年厚生省令第

37号。以下「基準省令」という。）及び介護保険法施行規則（平成11年厚生省令第36

号。以下「施行規則」という。）で定められていたが、地方分権改革により、都道府

県の条例で定めることとされたため、次のとおり定めることとする。

⑴ 指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準

ア 本県の実情を踏まえた独自基準

(ｱ) 指定居宅サービス又は基準該当居宅サービスの事業（訪問介護等に係るもの

を除く。）に係る非常災害対策に関する基準として、震災、風水害、火災その

他の非常災害に備えるため、利用者の安全確保のための対策を具体的に講じな

ければならないこととする。

(ｲ) 指定居宅サービス又は基準該当居宅サービスの提供に係る記録の整備に関す

る基準として、介護報酬の算定に係る記録を５年間保存しなければならないこ

ととする。

イ その他の基準

アのほか、指定居宅サービス又は基準該当居宅サービスの事業に係る従業者の

配置、運営上必要な設備、サービスの提供等に関する基準については、基準省令

と同様の内容を定めることとする。

⑵ 指定居宅サービス事業者の資格に関する基準

施行規則と同様の内容を定めることとする。

３ 施行期日等

⑴ 平成25年４月１日から施行する。

⑵ 所要の経過措置を規定する。
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指定居宅サービスの基準省令と条例の対比表 高齢対策課

見出し 備考
●１章 ●１章 総則

１条 １条 趣旨
２条 ２条 定義
３条 ３条 指定居宅サービスの事業の一般原則

４条 法７０条２項１号の条例で定める者
●２章 ●２章 訪問介護
○１節 ４条 ○１節 ５条 基本方針
○２節 ○２節 人員に関する基準

５条 ６条 訪問介護員等の員数
６条 ７条 管理者

○３節 ７条 ○３節 ８条 設備に関する基準
○４節 ○４節 運営に関する基準

８条 ９条 内容及び手続の説明及び同意
９条 １０条 サービス提供拒否の禁止
１０条 １１条 サービス提供困難時の対応
１１条 １２条 受給資格等の確認
１２条 １３条 要介護認定の申請に係る援助
１３条 １４条 心身の状況等の把握
１４条 １５条 居宅介護支援事業者等との連携
１５条 １６条 法定代理受領サービスの提供を受けるための援助
１６条 １７条 居宅サービス計画に沿ったサービスの提供
１７条 １８条 居宅サービス計画の変更の援助
１８条 １９条 身分を証する書類の携行
１９条 ２０条 サービスの提供の記録
２０条 ２１条 利用料等の受領
２１条 ２２条 保険給付の請求のための証明書の交付
２２条 ２３条 指定訪問介護の基本取扱方針
２３条 ２４条 指定訪問介護の具体的取扱方針
２４条 ２５条 訪問介護計画の作成
２５条 ２６条 同居家族に対するサービス提供の禁止
２６条 ２７条 利用者に関する市町村への通知
２７条 ２８条 緊急時等の対応
２８条 ２９条 管理者及びサービス提供責任者の責務
２９条 ３０条 運営規程
２９条の２ ３１条 介護等の総合的な提供
３０条 ３２条 勤務体制の確保等
３１条 ３３条 衛生管理等
３２条 ３４条 掲示
３３条 ３５条 秘密保持等
３４条 ３６条 広告
３５条 ３７条 居宅介護支援事業者に対する利益供与の禁止
３６条 ３８条 苦情処理
３６条の２ ３９条 地域との連携
３７条 ４０条 事故発生時の対応
３８条 ４１条 会計の区分
３９条 ４２条 記録の整備

○５節 ○５節 基準該当居宅サービスに関する基準
４０条 ４３条 訪問介護員等の員数
４１条 ４４条 管理者
４２条 ４５条 設備及び備品等
４２条の２ ４６条 同居家族に対するサービス提供の制限
４３条 ４７条 準用

●３章 ●３章 訪問入浴介護
○１節 ４４条 ○１節 ４８条 基本方針
○２節 ○２節 人員に関する基準

４５条 ４９条 従業者の員数
４６条 ５０条 管理者

○３節 ４７条 ○３節 ５１条 設備に関する基準
○４節 ○４節 運営に関する基準

４８条 ５２条 利用料等の受領
４９条 ５３条 指定訪問入浴介護の基本取扱方針
５０条 ５４条 指定訪問入浴介護の具体的取扱方針
５１条 ５５条 緊急時等の対応
５２条 ５６条 管理者の責務
５３条 ５７条 運営規程
５３条の２ ５８条 記録の整備
５４条 ５９条 準用

○５節 ○５節 基準該当居宅サービスに関する基準
５５条 ６０条 従業者の員数
５６条 ６１条 管理者
５７条 ６２条 設備及び備品等
５８条 ６３条 準用

●４章 ●４章 訪問看護
○１節 ５９条 ○１節 ６４条 基本方針
○２節 ○２節 人員に関する基準

６０条 ６５条 看護師等の員数
６１条 ６６条 管理者

○３節 ６２条 ○３節 ６７条 設備に関する基準
○４節 ○４節 運営に関する基準

６３条 ６８条 サービス提供困難時の対応
６４条 ６９条 居宅介護支援事業者等との連携
６５条 削除
６６条 ７０条 利用料等の受領
６７条 ７１条 指定訪問看護の基本取扱方針
６８条 ７２条 指定訪問看護の具体的取扱方針
６９条 ７３条 主治の医師との関係
７０条 ７４条 訪問看護計画書及び訪問看護報告書の作成
７１条 ７５条 同居家族に対するサービス提供の禁止
７２条 ７６条 緊急時等の対応
７３条 ７７条 運営規程
７３条の２ ７８条 記録の整備

基準省令 基準条例
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指定居宅サービスの基準省令と条例の対比表 高齢対策課

見出し 備考基準省令 基準条例
７４条 ７９条 準用

●５章 ●５章 訪問リハビリテーション
○１節 ７５条 ○１節 ８０条 基本方針
○２節 ７６条 ○２節 ８１条 人員に関する基準
○３節 ７７条 ○３節 ８２条 設備に関する基準
○４節 ○４節 運営に関する基準

７８条 ８３条 利用料等の受領
７９条 ８４条 指定訪問リハビリテーションの基本取扱方針
８０条 ８５条 指定訪問リハビリテーションの具体的取扱方針
８１条 ８６条 訪問リハビリテーション計画の作成
８２条 ８７条 運営規程
８２条の２ ８８条 記録の整備
８３条 ８９条 準用

●６章 ●６章 居宅療養管理指導
○１節 ８４条 ○１節 ９０条 基本方針
○２節 ８５条 ○２節 ９１条 人員に関する基準
○３節 ８６条 ○３節 ９２条 設備に関する基準
○４節 ○４節 運営に関する基準

８７条 ９３条 利用料等の受領
８８条 ９４条 指定居宅療養管理指導の基本取扱方針
８９条 ９５条 指定居宅療養管理指導の具体的取扱方針
９０条 ９６条 運営規程
９０条の２ ９７条 記録の整備
９１条 ９８条 準用

●７章 ●７章 通所介護
○１節 ９２条 ○１節 ９９条 基本方針
○２節 ○２節 人員に関する基準

９３条 １００条 従業者の員数
９４条 １０１条 管理者

○３節 ９５条 ○３節 １０２条 設備に関する基準
○４節 ○４節 運営に関する基準

９６条 １０３条 利用料等の受領
９７条 １０４条 指定通所介護の基本取扱方針
９８条 １０５条 指定通所介護の具体的取扱方針
９９条 １０６条 通所介護計画の作成
１００条 １０７条 運営規程
１０１条 １０８条 勤務体制の確保等
１０２条 １０９条 定員の遵守
１０３条 １１０条 非常災害対策
１０４条 １１１条 衛生管理等
１０４条の２ １１２条 記録の整備
１０５条 １１３条 準用

○５節 ○５節 指定療養通所介護
・１款 ・１款 １１４条 この節の趣旨及び基本方針

１０５条の２ １１４条 この節の趣旨
１０５条の３ １１５条 基本方針

・２款 ・２款 人員に関する基準
１０５条の４ １１６条 従業者の員数
１０５条の５ １１７条 管理者

・３款 ・３款 設備に関する基準
１０５条の６ １１８条 利用定員
１０５条の７ １１９条 設備及び備品等

・４款 ・４款 運営に関する基準
１０５条の８ １２０条 内容及び手続の説明及び同意
１０５条の９ １２１条 心身の状況等の把握
１０５条の１０ １２２条 居宅介護支援事業者等との連携
１０５条の１１ １２３条 指定療養通所介護の具体的取扱方針
１０５条の１２ １２４条 療養通所介護の作成
１０５条の１３ １２５条 緊急時等の対応
１０５条の１４ １２６条 管理者の責務
１０５条の１５ １２７条 運営規程
１０５条の１６ １２８条 緊急時対応医療機関
１０５条の１７ １２９条 安全・サービス提供管理委員会の設置
１０５条の１８ １３０条 記録の整備
１０５条の１９ １３１条 準用

○６節 ○６節 基準該当居宅サービスに関する基準
１０６条 １３２条 従業者の員数
１０７条 １３３条 管理者
１０８条 １３４条 設備及び備品等
１０９条 １３５条 準用

●８章 ●８章 通所リハビリテーション
○１節 １１０条 ○１節 １３６条 基本方針
○２節 １１１条 ○２節 １３７条 人員に関する基準
○３節 １１２条 ○３節 １３８条 設備に関する基準
○４節 ○４節 運営に関する基準

１１３条 １３９条 指定通所リハビリテーションの基本取扱方針
１１４条 １４０条 指定通所リハビリテーションの具体的取扱方針
１１５条 １４１条 通所リハビリテーション計画の作成
１１６条 １４２条 管理者等の責務
１１７条 １４３条 運営規程
１１８条 １４４条 衛生管理等
１１９条 １４５条 記録の整備
１２０条 １４６条 準用

●９章 ●９章 短期入所生活介護
○１節 １２０条 ○１節 １４７条 基本方針
○２節 ○２節 人員に関する基準

１２１条 １４８条 従業者の員数
１２２条 １４９条 管理者

○３節 ○３節 設備に関する基準
１２３条 １５０条 利用定員
１２４条 １５１条 設備及び備品等
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指定居宅サービスの基準省令と条例の対比表 高齢対策課

見出し 備考基準省令 基準条例
○４節 ○４節 運営に関する基準

１２５条 １５２条 内容及び手続の説明及び同意
１２６条 １５３条 指定短期入所生活介護の開始及び終了
１２７条 １５４条 利用料等の受領
１２８条 １５５条 指定短期入所生活介護の取扱方針
１２９条 １５６条 短期入所生活介護計画の作成
１３０条 １５７条 介護
１３１条 １５８条 食事
１３２条 １５９条 機能訓練
１３３条 １６０条 健康管理
１３４条 １６１条 相談及び援助
１３５条 １６２条 その他のサービスの提供
１３６条 １６３条 緊急時等の対応
１３７条 １６４条 運営規程
１３８条 １６５条 定員の遵守
１３９条 １６６条 地域等との連携
１３９条の２ １６７条 記録の整備
１４０条 １６８条 準用

○５節 ○５節 ユニット型指定短期入所生活介護
・１款 ・１款 この節の趣旨及び基本方針

１４０条の２ １６９条 この節の趣旨
１４０条の３ １７０条 基本方針

・２款 ・２款 設備に関する基準
１４０条の４ １７１条 設備及び備品等
１４０条の５ １７２条 準用

・３款 ・３款 運営に関する基準
１４０条の６ １７３条 利用料等の受領
１４０条の７ １７４条 指定短期入所生活介護の取扱方針
１４０条の８ １７５条 介護
１４０条の９ １７６条 食事
１４０条の１０ １７７条 その他のサービスの提供
１４０条の１１ １７８条 運営規程
１４０条の１１の２ １７９条 勤務体制の確保等
１４０条の１２ １８０条 定員の遵守
１４０条の１３ １８１条 準用

○６節 １４０条の１４－２５ 削除
○７節 ○６節 基準該当居宅サービスに関する基準

１４０条の２６ １８２条 指定通所介護事業所等との併設
１４０条の２７ １８３条 従業者の員数
１４０条の２８ １８４条 管理者
１４０条の２９ １８５条 利用定員等
１４０条の３０ １８６条 設備及び備品等
１４０条の３１ １８７条 指定通所介護事業所等との連携
１４０条の３２ １８８条 準用

●１０章 ●１０章 短期入所療養介護
○１節 １４１条 ○１節 １８９条 基本方針
○２節 １４２条 ○２節 １９０条 人員に関する基準
○３節 １４３条 ○３節 １９１条 設備に関する基準
○４節 ○４節 運営に関する基準

１４４条 １９２条 対象者
１４５条 １９３条 利用料等の受領
１４６条 １９４条 指定短期入所療養介護の取扱方針
１４７条 １９５条 短期入慮療養介護計画の作成
１４８条 １９６条 診療の方針
１４９条 １９７条 機能訓練
１５０条 １９８条 看護及び医学的管理の下における介護
１５１条 １９９条 食事の提供
１５２条 ２００条 その他のサービスの提供
１５３条 ２０１条 運営規程
１５４条 ２０２条 定員の遵守
１５４条の２ ２０３条 記録の整備
１５５条 ２０４条 準用

○５節 ○５節 ユニット型指定短期入所療養介護
・１款 ・１款 この節の趣旨及び基本方針

１５５条の２ ２０５条 この節の趣旨
１５５条の３ ２０６条 基本方針

・２款 １５５条の４ ・２款 ２０７条 設備に関する基準
・３款 ・３款 運営に関する基準

１５５条の５ ２０８条 利用料等の受領
１５５条の６ ２０９条 指定短期入所療養介護の取扱方針
１５５条の７ ２１０条 看護及び医学的管理の下における介護
１５５条の８ ２１１条 食事
１５５条の９ ２１２条 その他のサービスの提供
１５５条の１０ ２１３条 運営規程
１５５条の１０の２ ２１４条 勤務体制の確保等
１５５条の１１ ２１５条 定員の遵守
１５５条の１２ ２１６条 準用

●１１章 １５６条－１７３条 削除
●１２章 ●１１章 特定施設入居者生活介護
○１節 １７４条 ○１節 ２１７条 基本方針
○２節 ○２節 人員に関する基準

１７５条 ２１８条 従業者の員数
１７６条 ２１９条 管理者

○３節 １７７条 ○３節 ２２０条 設備に関する基準
○４節 ○４節 運営に関する基準

１７８条 ２２１条 内容及び手続の説明及び契約の締結等
１７９条 ２２２条 指定特定施設入居者生活介護の提供の開始等
１８０条 ２２３条 法定代理受領サービスを受けるための利用者の同意
１８１条 ２２４条 サービスの提供の記録
１８２条 ２２５条 利用料等の受領
１８３条 ２２６条 指定特定施設入居者生活介護の取扱方針
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指定居宅サービスの基準省令と条例の対比表 高齢対策課

見出し 備考基準省令 基準条例
１８４条 ２２７条 特定施設サービス計画の作成
１８５条 ２２８条 介護
１８６条 ２２９条 健康管理
１８７条 ２３０条 相談及び援助
１８８条 ２３１条 利用者の家族との連携等
１８９条 ２３２条 運営規程
１９０条 ２３３条 勤務体制の確保等
１９１条 ２３４条 協力医療機関等
１９１条の２ ２３５条 地域との連携等
１９１条の３ ２３６条 記録の整備
１９２条 ２３７条 準用

○５節 ○５節 外部サービス利用型特定施設入居者生活介護
・１款 ・１款 この節の趣旨及び基本方針

１９２条の２ ２３８条 この節の趣旨
１９２条の３ ２３９条 基本方針

・２款 ・２款 人員に関する基準
１９２条の４ ２４０条 従業者の員数
１９２条の５ ２４１条 管理者

・３款 １９２条の６ ・３款 ２４２条 設備に関する基準
・４款 ・４款 運営に関する基準

１９２条の７ ２４３条 内容及び手続の説明及び契約の締結等
１９２条の８ ２４４条 受託居宅サービスの提供
１９２条の９ ２４５条 運営規程
１９２条の１０ ２４６条 受託居宅サービス事業者への委託
１９２条の１１ ２４７条 記録の整備
１９２条の１２ ２４８条 準用

●１３章 ●１２章 福祉用具貸与
○１節 １９３条 ○１節 ２４９条 基本方針
○２節 ○２節 人員に関する基準

１９４条 ２５０条 福祉用具専門相談員の員数
１９５条 ２５１条 管理者

○３節 １９６条 ○３節 ２５２条 設備に関する基準
○４節 ○４節 運営に関する基準

１９７条 ２５３条 利用料等の受領
１９８条 ２５４条 指定福祉用具貸与の基本取扱方針
１９９条 ２５５条 指定福祉用具貸与の具体的取扱方針
１９９条の２ ２５６条 福祉用具貸与計画の作成
２００条 ２５７条 運営規程
２０１条 ２５８条 適切な研修の機会の確保
２０２条 ２５９条 福祉用具の取扱種目
２０３条 ２６０条 衛生管理等
２０４条 ２６１条 掲示及び目録の備付け
２０４条の２ ２６２条 記録の整備
２０５条 ２６３条 準用

○５節 ○５節 基準該当居宅サービスに関する基準
２０５条の２ ２６４条 福祉用具専門相談員の員数
２０６条 ２６５条 準用

●１４章 ●１３章 福祉用具販売
○１節 ２０７条 ○１節 ２６６条 基本方針
○２節 ○２節 人員に関する基準

２０８条 ２６７条 福祉用具専門相談員の員数
２０９条 ２６８条 管理者

○３節 ２１０条 ○３節 ２６９条 設備に関する基準
○４節 ○４節 運営に関する基準

２１１条 ２７０条 サービスの提供の記録
２１２条 ２７１条 販売費用の額等の受領
２１３条 ２７２条 保険給付の申請に必要となる文書等の交付
２１４条 ２７３条 指定特定福祉用具販売の具体的取扱方針
２１４条の２ ２７４条 特定福祉用具販売計画の作成
２１５条 ２７５条 記録の整備
２１６条 ２７６条 準用

●１４章 雑則
２７７条 規則への委任

●附則 １条 ●附則 １条 施行日
３条 ２条 （平成１１年度以前の短期入所生活介護事業所の設備の特例）
６条 ３条 （短期入所療養介護事業所の設備の特例）
７条 ４条 （〃）
８条 ５条 （〃）
９条 ６条 （〃）
１０条 ７条 （〃）
１１条 ８条 （〃）
１２条 ９条 （〃）

○改正附則 ２条 １０条 （平成１７年度の特定施設の居室定員の特例） H18厚労33
５条 １１条 （平成１７年度の養護老人ホームの居室定員の特例）

○改正附則 ２条 １２条 （一部ユニット型の短期入所生活介護事業所及び短期入所療養介護事業所の特例） H23厚労106
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指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防

サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を

定める条例の制定について

保健福祉部高齢対策課

１ 制定の趣旨

介護保険法（平成９年法律第123号）の一部改正に伴い、指定介護予防サービス等の

事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効

果的な支援の方法に関する基準等を定めるため、新たに条例を制定しようとするもの

である。

２ 条例の概要

指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス

等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等については、従来、指

定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に

係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成18年厚生労働省令第35

号。以下「基準省令」という。）及び介護保険法施行規則（平成11年厚生省令第36

号。以下「施行規則」という。）で定められていたが、地方分権改革により、都道府

県の条例で定めることとされたため、次のとおり定めることとする。

⑴ 指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービ

ス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準

ア 本県の実情を踏まえた独自基準

(ｱ) 指定介護予防サービス又は基準該当介護予防サービスの事業（介護予防訪問看

護等に係るものを除く。）に係る非常災害対策に関する基準として、震災、風水

害、火災その他の非常災害に備えるため、利用者の安全確保のための対策を具体

的に講じなければならないこととする。

(ｲ) 指定介護予防サービス又は基準該当介護予防サービスの提供に係る記録の整備

に関する基準として、介護報酬の算定に係る記録を５年間保存しなければならな

いこととする。

イ その他の基準

アのほか、指定介護予防サービス又は基準該当介護予防サービスの事業に係る

従業者の配置、運営上必要な設備、サービスの提供等に関する基準については、

基準省令と同様の内容を定めることとする。

⑵ 指定介護予防サービス事業者の資格に関する基準

施行規則と同様の内容を定めることとする。

３ 施行期日等

⑴ 平成25年４月１日から施行する。

⑵ 所要の経過措置を規定する。
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指定介護予防サービスの基準省令と条例の対比表 高齢対策課

見出し 備考
●１章 ●１章 総則

１条 １条 趣旨
２条 ２条 定義
３条 ３条 指定介護予防サービスの事業の一般原則

４条 法１１５条の２第２項１号の条例で定める者
●２章 ●２章 介護予防訪問介護
○１節 ４条 ○１節 ５条 基本方針
○２節 ○２節 人員に関する基準

５条 ６条 訪問介護員等の員数
６条 ７条 管理者

○３節 ７条 ○３節 ８条 設備に関する基準
○４節 ○４節 運営に関する基準

８条 ９条 内容及び手続の説明及び同意
９条 １０条 サービス提供拒否の禁止
１０条 １１条 サービス提供困難時の対応
１１条 １２条 受給資格等の確認
１２条 １３条 要支援認定の申請に係る援助
１３条 １４条 心身の状況等の把握
１４条 １５条 介護予防支援事業者等との連携
１５条 １６条 介護予防サービス費の支給を受けるための援助
１６条 １７条 介護予防サービス計画に沿ったサービスの提供
１７条 １８条 介護予防サービス計画の変更の援助
１８条 １９条 身分を証する書類の携行
１９条 ２０条 サービスの提供の記録
２０条 ２１条 利用料等の受領
２１条 ２２条 保険給付の請求のための証明書の交付
２２条 ２３条 同居家族に対するサービス提供の禁止
２３条 ２４条 利用者に関する市町村への通知
２４条 ２５条 緊急時等の対応
２５条 ２６条 管理者及びサービス提供責任者の責務
２６条 ２７条 運営規程
２７条 ２８条 介護等の総合的な提供
２８条 ２９条 勤務体制の確保等
２９条 ３０条 衛生管理等
３０条 ３１条 掲示
３１条 ３２条 秘密保持等
３２条 ３３条 広告
３３条 ３４条 介護予防支援事業者に対する利益供与の禁止
３３条 ３５条 苦情処理
３４条 ３６条 地域との連携
３５条 ３７条 事故発生時の対応
３６条 ３８条 会計の区分
３７条 ３９条 記録の整備

○５節 ○５節 介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準
３８条 ４０条 指定介護予防訪問介護の基本取扱方針
３９条 ４１条 指定介護予防訪問介護の具体的取扱方針
４０条 ４２条 指定介護予防訪問介護の提供に当たっての留意点

○６節 ○６節 基準該当介護予防サービスに関する基準
４１条 ４３条 訪問介護員等の員数
４２条 ４４条 管理者
４３条 ４５条 設備及び備品等
４４条 ４６条 同居家族に対するサービス提供の制限
４５条 ４７条 準用

●３章 ●３章 介護予防訪問入浴介護
○１節 ４６条 ○１節 ４８条 基本方針
○２節 ○２節 人員に関する基準

４７条 ４９条 従業者の員数
４８条 ５０条 管理者

○３節 ４９条 ○３節 ５１条 設備に関する基準
○４節 ○４節 運営に関する基準

５０条 ５２条 利用料等の受領
５１条 ５３条 緊急時等の対応
５２条 ５４条 管理者の責務
５３条 ５５条 運営規程
５４条 ５６条 記録の整備
５５条 ５７条 準用

○５節 ○５節 介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準
５６条 ５８条 指定介護予防訪問入浴介護の基本取扱方針
５７条 ５９条 指定介護予防訪問入浴介護の具体的取扱方針

○６節 ○６節 基準該当居宅サービスに関する基準
５８条 ６０条 従業者の員数
５９条 ６１条 管理者
６０条 ６２条 設備及び備品等
６１条 ６３条 準用

●４章 ●４章 介護予防訪問看護
○１節 ６２条 ○１節 ６４条 基本方針
○２節 ○２節 人員に関する基準

６３条 ６５条 看護師等の員数
６４条 ６６条 管理者

○３節 ６５条 ○３節 ６７条 設備に関する基準
○４節 ○４節 運営に関する基準

６６条 ６８条 サービス提供困難時の対応
６７条 ６９条 介護予防支援事業者等との連携
６８条 削除
６９条 ７０条 利用料等の受領
７０条 ７１条 同居家族に対するサービス提供の禁止
７１条 ７２条 緊急時等の対応
７２条 ７３条 運営規程
７３条 ７４条 記録の整備
７４条 ７５条 準用

○５節 ○５節 介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準

基準省令 基準条例
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指定介護予防サービスの基準省令と条例の対比表 高齢対策課

見出し 備考基準省令 基準条例
７５条 ７６条 指定介護予防訪問看護の基本取扱方針
７６条 ７７条 指定介護予防訪問看護の具体的取扱方針
７７条 ７８条 主治の医師との関係

●５章 ●５章 介護予防訪問リハビリテーション
○１節 ７８条 ○１節 ７９条 基本方針
○２節 ７９条 ○２節 ８０条 人員に関する基準
○３節 ８０条 ○３節 ８１条 設備に関する基準
○４節 ○４節 運営に関する基準

８１条 ８２条 利用料等の受領
８２条 ８３条 運営規程
８３条 ８４条 記録の整備
８４条 ８５条 準用

○５節 ○５節 介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準
８５条 ８６条 指定介護予防訪問リハビリテーションの基本取扱方針
８６条 ８７条 指定介護予防訪問リハビリテーションの具体的取扱方針

●６章 ●６章 介護予防居宅療養管理指導
○１節 ８７条 ○１節 ８８条 基本方針
○２節 ８８条 ○２節 ８９条 人員に関する基準
○３節 ８９条 ○３節 ９０条 設備に関する基準
○４節 ○４節 運営に関する基準

９０条 ９１条 利用料等の受領
９１条 ９２条 運営規程
９２条 ９３条 記録の整備
９３条 ９４条 準用

○５節 ○５節 介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準
９４条 ９５条 指定介護予防居宅療養管理指導の基本取扱方針
９５条 ９６条 指定介護予防居宅療養管理指導の具体的取扱方針

●７章 ●７章 介護予防通所介護
○１節 ９６条 ○１節 ９７条 基本方針
○２節 ○２節 人員に関する基準

９７条 ９８条 従業者の員数
９８条 ９９条 管理者

○３節 ９９条 ○３節 １００条 設備に関する基準
○４節 ○４節 運営に関する基準

１００条 １０１条 利用料等の受領
１０１条 １０２条 運営規程
１０２条 １０３条 勤務体制の確保等
１０３条 １０４条 定員の遵守
１０４条 １０５条 非常災害対策
１０５条 １０６条 衛生管理等
１０６条 １０７条 記録の整備
１０７条 １０８条 準用

○５節 ○５節 介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準
１０８条 １０９条 指定介護予防通所介護の基本取扱方針
１０９条 １１０条 指定介護予防通所介護の具体的取扱方針
１１０条 １１１条 指定介護予防通所介護の提供に当たっての留意点
１１１条 １１２条 安全衛生管理体制等の確保

○６節 ○６節 基準該当居宅サービスに関する基準
１１２条 １１３条 従業者の員数
１１３条 １１４条 管理者
１１４条 １１５条 設備及び備品等
１１５条 １１６条 準用

●８章 ●８章 介護予防通所リハビリテーション
○１節 １１６条 ○１節 １１７条 基本方針
○２節 １１７条 ○２節 １１８条 人員に関する基準
○３節 １１８条 ○３節 １１９条 設備に関する基準
○４節 ○４節 運営に関する基準

１１９条 １２０条 管理者等の責務
１２０条 １２１条 運営規程
１２１条 １２２条 衛生管理等
１２２条 １２３条 記録の整備
１２３条 １２４条 準用

○５節 ○５節 介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準
１２４条 １２５条 指定介護予防通所リハビリテーションの基本取扱方針
１２５条 １２６条 指定介護予防通所リハビリテーションの具体的取扱方針
１２６条 １２７条 指定介護予防通所リハビリテーションの提供に当たっての留意点
１２７条 １２８条 安全衛生管理体制等の確保

●９章 ●９章 介護予防短期入所生活介護
○１節 １２８条 ○１節 １２９条 基本方針
○２節 ○２節 人員に関する基準

１２９条 １３０条 従業者の員数
１３０条 １３１条 管理者

○３節 ○３節 設備に関する基準
１３１条 １３２条 利用定員等
１３２条 １３３条 設備及び備品等

○４節 ○４節 運営に関する基準
１３３条 １３４条 内容及び手続の説明及び同意
１３４条 １３５条 指定介護予防短期入所生活介護の開始及び終了
１３５条 １３６条 利用料等の受領
１３６条 １３７条 身体的拘束等の禁止
１３７条 １３８条 緊急時等の対応
１３８条 １３９条 運営規程
１３９条 １４０条 定員の遵守
１４０条 １４１条 地域等との連携
１４１条 １４２条 記録の整備
１４２条 １４３条 準用

○５節 ○５節 介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準
１４３条 １４４条 指定介護予防短期入所生活介護の基本取扱方針
１４４条 １４５条 指定介護予防短期入所生活介護の具体的取扱方針
１４５条 １４６条 介護
１４６条 １４７条 食事

< 10 > 



指定介護予防サービスの基準省令と条例の対比表 高齢対策課

見出し 備考基準省令 基準条例
１４７条 １４８条 機能訓練
１４８条 １４９条 健康管理
１４９条 １５０条 相談及び援助
１５０条 １５１条 その他のサービスの提供

○６節 ○６節 ユニット型指定介護予防短期入所生活介護
・１款 １５１条 ・１款 １５２条 この節の趣旨

１５２条 １５３条 基本方針
・２款 ・２款 設備に関する基準

１５３条 １５４条 設備及び備品等
１５４条 １５５条 準用

・３款 ・３款 運営に関する基準
１５５条 １５６条 利用料等の受領
１５６条 １５７条 運営規程
１５７条 １５８条 勤務体制の確保等
１５８条 １５９条 定員の遵守
１５９条 １６０条 準用

・４款 ・４款 介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準
１６０条 １６１条 ユニット型指定介護予防短期入所生活介護の提供に当たっての留意事項
１６１条 １６２条 介護
１６２条 １６３条 食事
１６３条 １６４条 その他のサービスの提供
１６４条 １６５条 準用

○７節 １６５条－１７８条 削除
○８節 ○７節 基準該当介護予防サービスに関する基準

１７９条 １６６条 指定介護予防通所介護事業所等との併設
１８０条 １６７条 従業者の員数
１８１条 １６８条 管理者
１８２条 １６９条 利用定員等
１８３条 １７０条 設備及び備品等
１８４条 １７１条 指定介護予防通所介護事業所等との連携
１８５条 １７２条 準用

●１０章 ●１０章 介護予短期入所療養介護
○１節 １８６条 ○１節 １７３条 基本方針
○２節 １８７条 ○２節 １７４条 人員に関する基準
○３節 １８８条 ○３節 １７５条 設備に関する基準
○４節 ○４節 運営に関する基準

１８９条 １７６条 対象者
１９０条 １７７条 利用料等の受領
１９１条 １７８条 身体的拘束等の禁止
１９２条 １７９条 運営規程
１９３条 １８０条 定員の遵守
１９４条 １８１条 記録の整備
１９５条 １８２条 準用

○５節 ○５節 介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準
１９６条 １８３条 指定介護予防短期入所療養介護の基本取扱方針
１９７条 １８４条 指定介護予防短期入所療養介護の具体的取扱方針
１９８条 １８５条 診療の方針
１９９条 １８６条 機能訓練
２００条 １８７条 看護及び医学的管理の下における介護
２０１条 １８８条 食事の提供
２０２条 １８９条 その他のサービスの提供

○６節 ○６節 ユニット型指定介護予防短期入所療養介護
・１款 ・１款 この節の趣旨及び基本方針

２０３条 １９０条 この節の趣旨
２０４条 １９１条 基本方針

・２款 ２０５条 ・２款 １９２条 設備に関する基準
・３款 ・３款 運営に関する基準

２０６条 １９３条 利用料等の受領
２０７条 １９４条 運営規程
２０８条 １９５条 勤務体制の確保等
２０９条 １９６条 定員の遵守
２１０条 １９７条 準用

・４款 ・４款 介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準
２１１条 １９８条 ユニット型指定介護予防短期入所療養介護の提供に当たっての留意事項
２１２条 １９９条 看護及び医学的管理の下における介護
２１３条 ２００条 食事
２１４条 ２０１条 その他のサービスの提供
２１５条 ２０２条 準用

○７節 ２１６条－２２９条 削除
●１１章 ●１１章 介護予防特定施設入居者生活介護
○１節 ２３０条 ○１節 ２０３条 基本方針
○２節 ○２節 人員に関する基準

２３１条 ２０４条 従業者の員数
２３２条 ２０５条 管理者

○３節 ２３３条 ○３節 ２０６条 設備に関する基準
○４節 ○４節 運営に関する基準

２３４条 ２０７条 内容及び手続の説明及び契約の締結等
２３５条 ２０８条 指定介護予防特定施設入居者生活介護の提供の開始
２３６条 ２０９条 法定代理受領サービスを受けるための利用者の同意
２３７条 ２１０条 サービスの提供の記録
２３８条 ２１１条 利用料等の受領
２３９条 ２１２条 身体的拘束等の禁止
２４０条 ２１３条 運営規程
２４１条 ２１４条 勤務体制の確保等
２４２条 ２１５条 協力医療機関等
２４３条 ２１６条 地域との連携等
２４４条 ２１７条 記録の整備
２４５条 ２１８条 準用

○５節 ○５節 介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準
２４６条 ２１９条 指定介護予防特定施設入居者生活介護の基本取扱方針
２４７条 ２２０条 指定介護予防特定施設入居者生活介護の具体的取扱方針
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指定介護予防サービスの基準省令と条例の対比表 高齢対策課

見出し 備考基準省令 基準条例
２４８条 ２２１条 介護
２４９条 ２２２条 健康管理
２５０条 ２２３条 相談及び援助
２５１条 ２２４条 利用者の家族との連携等
２５２条 ２２５条 準用

○６節 ○６節 外部サービス利用型指定介護予防特定施設入居者生活介護
・１款 ・１款 この節の趣旨及び基本方針

２５３条 ２２６条 趣旨
２５４条 ２２７条 基本方針

・２款 ・２款 人員に関する基準
２５５条 ２２８条 従業者の員数
２５６条 ２２９条 管理者

・３款 ２５７条 ・３款 ２３０条 設備に関する基準
・４款 ・４款 運営に関する基準

２５８条 ２３１条 内容及び手続の説明及び契約の締結等
２５９条 ２３２条 運営規程
２６０条 ２３３条 受託介護予防サービス事業者への委託
２６１条 ２３４条 記録の整備
２６２条 ２３５条 準用

・５款 ・５款 介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準
２６３条 ２３６条 受託介護予防サービスの提供
２６４条 ２３７条 準用

●１２章 ●１２章 介護予防福祉用具貸与
○１節 ２６５条 ○１節 ２３８条 基本方針
○２節 ○２節 人員に関する基準

２６６条 ２３９条 福祉用具専門相談員の員数
２６７条 ２４０条 管理者

○３節 ２６８条 ○３節 ２４１条 設備に関する基準
○４節 ○４節 運営に関する基準

２６９条 ２４２条 利用料等の受領
２７０条 ２４３条 運営規程
２７１条 ２４４条 適切な研修の機会の確保
２７２条 ２４５条 福祉用具の取扱種目
２７３条 ２４６条 衛生管理等
２７４条 ２４７条 掲示及び目録の備付け
２７５条 ２４８条 記録の整備
２７６条 ２４９条 準用

○５節 ○５節 介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準
２７７条 ２５０条 指定介護予防福祉用具貸与の基本取扱方針
２７８条 ２５１条 指定介護予防福祉用具貸与の具体的取扱方針
２７８条の２ ２５２条 介護予防福祉用具計画の作成

○６節 ○６節 基準該当居宅サービスに関する基準
２７９条 ２５３条 福祉用具専門相談員の員数
２８０条 ２５４条 準用

●１３章 ●１３章 介護予防福祉用具販売
○１節 ２８１条 ○１節 ２５５条 基本方針
○２節 ○２節 人員に関する基準

２８２条 ２５６条 福祉用具専門相談員の員数
２８３条 ２５７条 管理者

○３節 ２８４条 ○３節 ２５８条 設備に関する基準
○４節 ○４節 運営に関する基準

２８５条 ２５９条 サービスの提供の記録
２８６条 ２６０条 販売費用の額等の受領
２８７条 ２６１条 保険給付の申請に必要となる文書等の交付
２８８条 ２６２条 記録の整備
２８９条 ２６３条 準用

○５節 ○５節 介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準
２９０条 ２６４条 指定介護予防特定福祉用具販売の基本取扱方針
２９１条 ２６５条 指定介護予防特定福祉用具販売の具体的取扱方針
２９２条 ２６６条 特定福祉用具販売計画の作成

●１４章 雑則
２６７条 規則への委任

●附則 １条 ●附則 １条 施行日
２条 ２条 （平成１１年度以前の短期入所生活介護事業所の設備の特例）
６条 ３条 （介護予防短期入所療養介護事業所の設備の特例）
７条 ４条 （〃）
８条 ５条 （〃）
９条 ６条 （〃）
１０条 ７条 （〃）
１１条 ８条 （〃）
１２条 ９条 （〃）
１３条 １０条 （〃）
１５条 １１条 （平成１７年度以前の介護予防特定施設の居室定員の特例）
１８条 １２条 （平成１７年度以前の養護老人ホームの居室定員の特例）

○改正附則 ８条 １３条
（一部ユニット型の介護予防短期入所生活介護事業所及び介護予防短期入所療養介
護事業所の特例）
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第二期地方分権改革に伴い宇都宮市条例で定める 

介護保険法に係る施設の設備，運営等に関する国の基準との相違について 

 

１．宇都宮市独自の基準があるもの 

 【介護老人福祉施設】 

  国基準名：指定介護老人福祉施設の人員，設備及び運営に関する基準 

  市条例名：宇都宮市指定介護老人福祉施設の人員，設備及び運営に関する基準を定める条例 

所管 条数 項目 内容 

国 第３条 

第１項イ 

居室定員 一の居室の定員は、１人とすること。ただし、入所者へ

の指定介護福祉施設サービスの提供上必要と認められる

場合は、２人とすることができる。 

宇都宮市 第４条 

第１項ア 

居室定員 一の居室の定員は，１人とすること。ただし，入所者へ

の指定介護福祉施設サービスの提供上必要と認められる

場合は，２人（当該必要と認められる場合であって，入

所者のプライバシーを確保するための措置が講じられて

いるときは，２人以上４人以下）とすることができる。 

※既存施設については，附則で旧基準適用の規定有り。 

 

２．宇都宮市独自の基準がないもの 

 （１）居宅サービス 

国基準名：指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準 

市基準名：宇都宮市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例 

 

（２）介護予防サービス 

国基準名：指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等

に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準 

市基準名：宇都宮市指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サ

ービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例 

 

（３）介護老人保健施設 

国基準名：介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準 

市基準名：宇都宮市介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条

例 

 

（４）介護療養型医療施設 

国基準名：指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準 

市基準名：宇都宮市指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例 

 

３．指定に係る事業者資格について 

   厚生省令に従い，指定に係る事業者の資格として，居宅サービス及び介護予防サービスについ

ては，「法人であること。ただし，みなしによる例外あり。」の規定を追加。 

 

集団指導資料 

宇都宮市保健福祉総務課 
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　平成２４年度　監査・実地指導等における指摘事項（居宅サービス）

No サービス種別 項　　　目 事例及び指導内容（上段：事例、下段：指導内容） 根拠法令等

　養介護施設の設置者又は養介護事業を行う者は、養
介護施設従事者等の研修の実施、当該養介護事業に係
るサービスの提供を受ける高齢者及びその家族からの
苦情の処理の体制整備その他の養介護施設従事者等に
よる高齢者虐待防止等のための措置を講じていない。

　「栃木県高齢者虐待対応マニュアル」を参照し、下記の点
についての取組みを実施すること。
・施設における虐待防止に対する基本方針を策定すること。
・職員に対し、虐待に関する研修会を実施、又は受講させる
こと。
・管理者、介護職員等による早期発見のための対策チーム
又は委員会等を設置すること。
・定期的に「虐待早期発見シート」等を用いた内部点検を実
施し、虐待の未然防止に努めること。

　事業所の従業者及び従業者であった者が正当な理由
がなく、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘
密を漏らすことがないよう秘密の保持に関する必要な
措置を講じていない。

　従業者が、在職中はもとより従業者でなくなった後にもこれ
らの秘密を保持すべき旨を雇用時等に取り決め、違反した
場合の違約金について定める等、秘密の保持等に関する必
要な措置を講ずること。

 居宅サービス計画の交付を受けていない。交付を受け
ていても有効期間が切れている。

 居宅サービス計画に沿ったサービスを提供する必要がある
ことから，必ず有効期間内の居宅サービス計画を備えておく
こと。

 訪問（通所）介護計画の利用者の同意日が，サービス
提供開始後となっている。

 サービス提供開始前には訪問（通所）介護計画について，
利用者又はその家族に対して説明し，同意を得ること。

　月ごとの勤務表が作成されていない。

　利用者に対する適切な指定介護サービスを提供できるよ
う、事業所ごとに、原則として月ごとの勤務表を作成し、従業
員の勤務体制等を明確にしておくこと。

1 各サービス共通 高齢者虐待について

高齢者虐待の防止、
高齢者の養護者に対
する支援等に関する
法律（平成17年法律
第124号）第20条

栃木県高齢者虐待対
応マニュアル

各サービス共通4

訪問介護：基準省令
第24条第3項、訪問
看護：同第70条第3
項、訪問リハビリ：
同第81条第3項、通
所介護：同第99条第
3項、通所リハビ
リ：同第115条第3
項、短期入所生活介
護：同第129条第3
項、短期入所療養介
護：同第147条第3項

訪問（通所）介護計画
の利用者の同意につ
いて

各サービス共通3
居宅サービス計画に
沿ったサービスの提
供について

基準省令第16条

職員の勤務体制の確
保について①

訪問介護・訪問入
浴・訪問看護・訪問
リハビリ・居宅療養
管理指導：基準省令
第30条第1項
通所介護・通所リハ
ビリ・短期入所生活
介護・短期入所療養
介護：基準省令第
101条第1項
特定施設：基準省令
第190条第1項

2 各サービス共通
秘密の保持等につい
て

訪問介護・訪問入
浴・訪問看護・訪問
リハビリ・居宅療養
管理指導・通所介
護・通所リハビリ・
短期入所生活介護・
短期入所療養介護・
特定施設入所者生活
介護・福祉用具貸
与・特定福祉用具販
売：基準省令第33条
第1項・第2項

5 各サービス共通
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　平成２４年度　監査・実地指導等における指摘事項（居宅サービス）

No サービス種別 項　　　目 事例及び指導内容（上段：事例、下段：指導内容） 根拠法令等

(ｱ) 併設事業所等の職務に従事する場合、サービス区
分ごとの勤務実績を記録等により確認できない。
(ｲ) 看護職員と機能訓練指導員を兼務する等、職員の
兼務状況が勤務予定表及び実績表等で明確に区分され
ていない。

(ｱ) サービス区分ごとの勤務時間を、曜日や時間帯等により
明確に分け、それぞれのサービス毎に必要な員数を満たし
ているかどうか管理を行うこと。
(ｲ) 職種ごとの勤務時間を明確にすること。

　各事業所ごとに、当該事業所の従業員によって指定
サービスを提供しなければならないとされているが、
雇用関係を確認するものがない。

　従業者と雇用契約等を締結し、当該事業所の管理者の指
揮命令の下、サービスの提供を行うこと。

 研修や会議等の年間計画を立てていない。研修への参
加記録，報告等の記録がない。

 定期的に研修や会議等を実施できるよう，年間計画を立て
るなどして，従業員等の資質の向上を図り，スキルアップが
できるよう，計画的な研修の機会を確保し，研修体制を整え
ること。研修の記録は必ず残すこと。

 規定されている変更に係る届出事項について，変更届
出の提出がされていない。法人の定款，住所（構造や
専用区画等）等，役員（氏名，住所）などが多い。

 事業所の所在地に変更がなくても，建物の構造や専用区画
等を変更する場合や，法人の定款，役員の氏名は変更届出
が必要。変更が生じてから10日以内に変更届出を提出する
こと。

 利用者の都合等によりサービス提供内容を変更してい
る。

 訪問介護計画にないサービスの提供はできない。利用者に
とって必要なサービスとは何か，利用者の状況を的確に把
握・分析し，訪問介護の提供により解決すべ問題状況を明ら
かにし（アセスメント），それに基づき，援助の方向性や目標
を明確にした訪問介護計画を作成すること。

　サービス提供責任者について、月間のサービス提供
時間が４５０時間又はその端数を増すごとに１人以上
または訪問介護員等の数が10人又はその端数を増すご
とに１人以上に該当する員数の配置（平成23年度まで
の指定基準）となっている。

　H24.3.31に指定を受けていた事業所に限り、H25.3.31まで
の間は上記の基準で配置することも可能であるが、H25.4.1
からは経過措置が適用されないので、適切に人員の配置を
行うこと。

訪問介護サービスの
提供及び訪問介護計
画の作成について

基準省令第22条第1
項，第24条第1項

変更の届出等につい
て

介護保険法（平成9
年法律第123号）第
75条第1項

各サービス共通

7 各サービス共通
職員の勤務体制の確
保について③

各サービス共通8

訪問介護・訪問入
浴・訪問看護・訪問
リハビリ・居宅療養
管理指導：基準省令
第30条第3項
通所介護・通所リハ
ビリ・短期入所生活
介護・短期入所療養
介護：基準省令第
101条第3項

計画的な研修の実施
について

6

11 訪問介護
サービス提供責任者
の配置について

基準省令第5条第2項
基準省令附則（平24
省令30号附則）第2
条

10 訪問介護

9

各サービス共通
職員の勤務体制の確
保について②

同上

同上
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　平成２４年度　監査・実地指導等における指摘事項（居宅サービス）

No サービス種別 項　　　目 事例及び指導内容（上段：事例、下段：指導内容） 根拠法令等

　配置しているサービス提供責任者が、「3年以上介護
等の業務に従事した者であって、2級課程を修了した
者」である。

　H24.3.31現在サービス提供責任者として従事している者
は、H25.3.31までに介護福祉士等の資格取得が確実に見込
まれる旨を都道府県知事等に届け出た場合は、H25.3.31ま
での間に限り減算の適用を受けないが、それ以降は減算の
適用を受けるので適切に配置を行うこと。
なお、H24.4.1以降に新規指定を受ける事業所及び新たに2
級課程終了者をサービス提供責任者とする事業所について
は、経過措置が適用されず、減算の適用になる。

　サービス提供責任者の責務である訪問介護計画の作
成や指定訪問介護の利用の申込みに係る調整、訪問介
護員等の業務の実施状況の把握等の業務の一部をサー
ビス提供責任者の届出のない管理者が主となって行っ
ていた。

　訪問介護計画の作成や指定訪問介護の利用の申込みに
係る調整等サービス提供責任者の責務とされていることに
ついてはサービス提供責任者が行うこと。

 訪問介護員等の目標は定めてあるが，それに対する具
体的な個別研修計画が立てられておらず，また実施も
されていない。

 個人の目標に沿った研修の計画及び実施をし，また実施し
た際の記録（日時・内容等）を残すこと。

 事業所独自のアセスメント（解決すべき課題の把握）
が行われておらず，利用者ごとの心身の状態と利用者
ごとの課題の把握が適切に行われていない。

 適切なアセスメントにより，利用者の心身の状況を的確に把
握し，利用者ごとに適切な計画を作成し，計画に基づいた
サービスを提供すること。

 通所介護計画の内容が利用者のアセスメントを得て作
成されたものではないため，通所計画上で設定されて
いる目標が利用者の課題・ニーズに対する目標ではな
い。
　実際のサービスの内容が通所介護計画に記載されて
いないケースも多く，長期目標や短期目標の期間，事
業者名，計画作成の担当者が記載されていない。

 目標の期間，事業者名及び計画作成の担当者などの必要
な事項が記載できるように通所計画書の様式を見直すこと。
そして，通所介護計画の作成の際には，必ず利用者アセス
メントを実施した上で，適切な通所介護が提供されるよう，利
用者本位の具体的な目標やサービス内容が記載されている
通所介護計画を作成すること。

 支援の方向性や目標を明確にし，提供するサービスの
具体的内容，所要時間，日程等を明らかにしていな
い。

 介護予防通所介護計画には，提供するサービスの具体的
内容，所要時間，日程等を明記すること。

15
指定通所介護の具体
的取扱方針について

通所介護 基準第98条第4号

17
基準省令解釈通知第
4の3の6(2)①

介護予防通所介護
介護予防通所介護計
画について

16
基準省令第99条第1
項

通所介護計画の作成
について

通所介護

14
特定事業所加算につ
いて

報酬告示別表1の注
10
報酬告示留意事項通
知第2の2の（17）

訪問介護

12 訪問介護
サービス提供責任者
の要件について

報酬告示別表１の注
6
報酬告示留意事項通
知第2の2(10)

13 訪問介護

基準省令第24条第1
項
基準省令第28条第3
項

サービス提供責任者
の責務について
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　平成２４年度　監査・実地指導等における指摘事項（居宅サービス）

No サービス種別 項　　　目 事例及び指導内容（上段：事例、下段：指導内容） 根拠法令等

 提供日やバイタルサイン，食事摂取量，入浴の有無等
だけで，利用者の心身の状況等の記載がない。

 指定通所介護の提供日，提供した具体的なサービスの内
容，利用者の心身の状況その他必要な事項を記録するこ
と。

 事故報告書の記載はあるが，その原因を解明し，再発
を防ぐための対策を講じていない。

 事故報告書の作成だけでなく，再発防止のための対策を講
じること。

(ｱ) 生活相談員が不在となる日があるなど、生活相談
員が適切に配置されていない。
(ｲ) 社会福祉主事任用資格など生活相談員の資格を確
認できる書類を徴しないまま、履歴書の記載のみで確
認を行っていた。

(ｱ) 生活相談員の勤務延時間を確保し、適切に人員の配置
を行うこと。
　　（確保すべき生活相談員の勤務延時間数の計算式：
　　　提供日ごとに確保すべき勤務延時間数＝提供時間数）
(ｲ) 速やかに資格証の提出を求め、その写しを保管しておく
こと。

　事業所と同一建物に居住する者、同一建物から通う
者に対し、減算して請求されていない。

　事業所と同一建物に居住する者（サ高住等）、同一建物か
ら通う者（宿泊デイ等）はやむを得ない事情がない限り、所定
単位から減算すること。

　通所事業所と同一建物に居住する利用者について、やむ
を得ない事情により送迎が必要と認められる利用者に対し
て送迎を行った場合は、例外的に減算対象とならないが、二
人以上の従業者による移動介助を必要とする理由や移動介
助の方法及び期間について、介護支援専門員とサービス担
当者会議等で慎重に検討し、その内容及び結果について通
所介護計画に記載すること。
また、移動介助者及び移動介助時の利用者の様子等につい
て、記録すること。

　事業所規模による区分について、前年度の１月当た
りの平均利用延人員の算定を行っていない。

　前年度の１月当たりの平均利用延人員の算定を行い、事
業所規模の区分の算定を行うこと。算定の結果、事業所規
模による区分に変更が生じた場合は、速やかに体制届を提
出の上、必要に応じ当該区分に至った月から過誤調整を行
うこと。

サービス提供の記録
について

解釈通知第3の6の
3(8)で準用する(9)
②

基準省令解釈通知第
3の6の3(8)で準用す
る(25)③

19
事故の再発防止につ
いて

通所介護

18 通所介護

20 通所介護
生活相談員の配置等
について

基準省令第93条第1
項第1号
基準省令解釈通知第
3の6の1の(2)

22 通所介護
事業所規模による区
分について

報酬告示留意事項通
知第2の7(4)

21 通所介護

同一建物に居住する
利用者又は同一建物
から通う利用者に対
する減算について

報酬告示別表6の注
12
報酬告示留意事項通
知第2の7(12)
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　平成２４年度　監査・実地指導等における指摘事項（居宅サービス）

No サービス種別 項　　　目 事例及び指導内容（上段：事例、下段：指導内容） 根拠法令等

　個別機能訓練の実施時間や実施方法等について，利
用者ごとに個別計画が立てられていない。
　また、3月ごとに1回以上利用者又はその家族に対し
て個別機能訓練の内容（評価を含む。）の説明や記録
がされておらず，当該加算の要件を満たしていない。

　個別機能訓練を行うに当たっては，機能訓練指導員，看護
職員，介護職員，生活相談員その他の職種の者が共同し
て，利用者ごとにその目標，実施時間，実施方法等を内容と
する個別機能訓練計画を作成し，これに基づいて行った個
別機能訓練の効果，実施時間，実施方法等について評価等
を行うこと。

　機能訓練の目標を「下肢の筋力の低下を改善した
い」と設定して、筋力アップのための訓練を計画に位
置づけている。

　個別機能訓練加算(Ⅱ)に係る機能訓練は、身体機能その
ものの回復を主たる目的とする訓練ではなく、残存する身体
機能を活用して生活機能の維持･向上を図り、利用者が居宅
で可能な限り自立して暮らし続けることを目的として実施す
るものである。
　具体的には、適切なアセスメントを経て利用者のＡＤＬ及びＩ
ＡＤＬの状況を把握し、日常生活における生活機能の維持・
向上に関する目標（１人で入浴ができるようになりたい等）を
設定のうえ、当該目標を達成するための訓練を実施するこ
と。

　介護予防通所介護計画への記録、生活機能向上グ
ループ活動に係る計画の作成が適切に行われていな
い。

　当該加算は、自立した日常生活を営むための共通の課題
を有する利用者に対し、生活機能の向上を目的とした活動を
グループで行った場合に算定できる。
実施に当たっては、生活機能向上グループ活動加算（介護
予防通所介護費に限る。）の取扱いについて（老計発第
0317001号・老振発第0317001号・老老発第0317001号　別
表1第2の7(1)）を参照し算定要件を十分に確認すること。

　運動器機能訓練向上計画を複数の職種が共同して作
成していない。また、当該短期目標の達成度と客観的
な運動器の機能の状況についてモニタリングを実施し
ていない。

　理学療法士等，介護職員，生活相談員その他の職種の者
が共同して，運動器機能訓練向上計画を作成し，概ね1月間
ごとに利用者の当該短期目標の達成度と客観的な運動器の
機能の状況についてモニタリングを行うとともに，必要に応じ
て，運動器機能訓練向上計画の修正を行うこと。

通所介護

26

介護予防報酬告示別
表6のハ
介護予防報酬告示留
意事項第2の7(2)③
オ

運動器機能向上加算
について①

個別機能訓練加算に
ついて

25 介護予防通所介護
生活機能向上グルー
プ活動加算の算定に
ついて

介護予防報酬告示別
表6のロ
介護予防報酬告示留
意事項通知別表1 第
2の7(1)

介護予防通所介護

24 通所介護
個別機能訓練加算
（Ⅱ）の算定について

報酬告示別表6の注7
報酬告示留意事項通
知第2の7(7)

23
報酬告示別表6の注7
報酬告示留意事項通
知第2の7の（7）⑤
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　平成２４年度　監査・実地指導等における指摘事項（居宅サービス）

No サービス種別 項　　　目 事例及び指導内容（上段：事例、下段：指導内容） 根拠法令等

　利用開始時に，運動機能向上サービスの実施に当
たってのリスク評価，体力測定等を実施していない。

　利用者ごとに看護職員等の医療従事者による運動機能向
上サービスの実施に当たってのリスク評価，体力測定等を
実施し，サービスの提供に際して考慮すべきリスク，利用者
のニーズ及び運動器の機能の状況を，利用開始時に把握す
ること。

　新規にリハビリテーション実施計画を作成した利用
者宅を理学療法士等が訪問した記録がない。

　新規にリハビリテーション実施計画を作成した利用者に対
して理学療法士等が居宅を訪問して実施する運動機能検
査、作業能力検査等について記録すること。

　生活機能の改善が見込まれると医師が判断した者で
あるということが確認できない。

　医師の判断の根拠を必ず記録に残すこと。

　4日以上連続して利用する場合で短期入所生活（療
養）介護計画が作成されていない。

　指定短期入所生活介護事業所において相当期間以上（概
ね4日以上連続して利用する場合）にわたり継続して入所す
ることが予定される利用者については、利用の都度（介護予
防）短期入所生活介護計画を作成するとともに、その内容に
ついて利用者又はその家族に対して説明し、利用者の同意
を得ること。併せて利用者に当該計画を交付すること。

　夜勤職員配置加算について、算定要件を満たしてい
るかどうかの確認を行っていない。

　算定要件を満たしているかどうかの確認を毎月行うこと。

　短期入所生活介護の利用者の送迎記録は作成されて
いるが，送迎日時や送迎の別，運転者等の記載がな
い。

　送迎加算を算定する場合，送迎加算の算定の根拠となる
記録が必要なので適切に記録し管理すること。

　食費の補足給付について、１日ごとの請求を行って
いる。

　利用者負担第1段階から第3段階の方についてもー食ごと
の食費の設定をおこなうこと。なお、一日の食費の合計額に
ついて、補足給付の「負担限度額」に達するまでは補足給付
は行われず、「負担限度額」を超える額について補足給付が
行われることとなるので、注意すること。

27
介護予防報酬告示留
意事項通知第2の
7(2)）③ア

運動器機能向上加算
について②

32 短期入所生活介護 送迎加算について
報酬告示
介護報酬に係るＱ＆
Ａ

29

報酬告示別表7の注
10
報酬告示留意事項通
知第2の8（12）②

通所リハビリテー
ション

認知症短期集中リハ
ビリテーション実施加
算

33
短期入所生活介護
短期入所療養介護

食費の補足給付につ
いて

平成24年度介護報酬
改定に関するＱ＆Ａ
(vol.2)問42

30
短期入所生活介護
短期入所療養介護

短期入所生活（療養）
介護計画の作成につ
いて

基準省令第129条第1
項
基準省令第147条第1
項

31
短期入所生活介護
短期入所療養介護

夜勤職員配置加算に
ついて

報酬告示別表8の注
5、別表9の注4
報酬告示留意事項通
知第2の2(8)、第2の
3(2)

28
通所リハビリテー
ション

リハビリテーションマ
ネジメント加算につい
て

報酬告示別表7の注7
報酬告示留意事項通
知第2の8(9)

介護予防通所介護
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　平成２４年度　監査・実地指導等における指摘事項（居宅サービス）

No サービス種別 項　　　目 事例及び指導内容（上段：事例、下段：指導内容） 根拠法令等

　福祉用具貸与計画（特定福祉用具販売計画）を作成
していない。

　目標、具体的なサービスの内容を記載した福祉用具貸与
計画（特定福祉用具販売計画）を作成し、その内容について
利用者又は家族に説明し、利用者の同意を得、利用者に交
付すること。（平成24年4月1日の現存する事業者は、平成25
年3月31日までに、すべての利用者について計画を作成する
こと。）

　福祉用具の利用目標が居宅サービス計画書の目標を
そのまま転記されており、事業所独自でアセスメント
を行った記録がない。

　居宅サービス計画書を参考にしつつ，事業所で実施したア
セスメントに基づいた福祉用具の利用目標を設定し，福祉用
具貸与（販売）計画を作成すること。また，福祉用具貸与計
画の有効期間を明確にすること。

　要支援２の利用者について「特殊寝台」、要支援１
の利用者について「車いす」が貸与されているが、判
断された根拠が「要介護認定等基準時間の推計の方
法」別表第１の調査票によるものなのか、サービス担
当者会議等を通じた適切なケアマネジメントによるも
のなのか確認できない。

　算定可否の判断基準を明確にし、サービス担当者会議等
を通じた適切なケアマネジメントにより判断した場合は、その
内容を記録しておくこと。

【根拠法令】※表中の略称については以下を参照してください。
◇指定基準関係
■ 基準省令
・

・

■ 基準省令解釈通知
・

◇介護報酬関係
■ 報酬告示
・
・

■ 報酬告示留意事項通知

・

・

指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準(H11.3.31厚生省令第37号)

指定居宅サービス及び指定介護予防サービスに関する基準について(H11.9.17老企第25号)

指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準(H12.2.10厚生省告示第19号)

指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための
効果的な支援の方法に関する基準(H18.3.14厚生労働省令第35号)

指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具
貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項
について(H12.3.1老企第36号)

指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について(H18.3.17
老計発第0317001号・老振発第0317001号・老老発第0317001号)

35
福祉用具貸与
特定福祉用具販売

福祉用具貸与計画
（特定福祉用具販売
計画）の作成につい
て②

基準第199条の2，第
214条の2

36 福祉用具貸与

要支援者及び要介護
１の者に係る指定福
祉用具貸与費につい
て

報酬告示別表11の注
4
報酬告示留意事項通
知第2の9(2)

指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準(H18.3.14厚生労働省告示第127号)

34
福祉用具貸与
特定福祉用具販売

福祉用具貸与計画
（特定福祉用具販売
計画）の作成につい
て①

基準省令第199条・
第199条の2
基準省令附則（平24
省令30号附則）第2
条
基準省令第214条・
第214条の2
基準省令附則（平24
省令30号附則）第2
条
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介護職員処遇改善加算について 

 

【１ 制度概要】 

平成２３年度まで実施されていた介護職員処遇改善交付金による賃金改善の効果を継続する観点

から、当該交付金を「介護報酬」に移行し、当該交付金の対象であった「介護サービスに従事する介護

職員」の賃金改善に充てることを目的として創設された制度です。 

○交付金による賃金改善の水準を維持することが求められます。 

○訪問看護、（介護予防）訪問リハビリテーション、（介護予防）居宅療養管理指導、（介護予防）福

祉用具貸与、居宅介護支援、介護予防支援の各サービスは算定の対象外です。 

 

【２ 要件】 

当該加算を算定しようとする事業所は、介護職員処遇改善計画書その他の関係書類を県（宇都宮市

に所在する事業所は宇都宮市。地域密着型サービス事業所はその所在する市町）に届け出なければ

なりません。 

 

【３ 届出の手続き】 

⑴ 当該加算の算定を受けようとする年度ごとに届出が必要です。 

   ○４月から当該加算を受けようとする事業所→前年度の２月末日まで 

                                （４月からの新規指定事業所は３月１５日まで） 

   ○年度途中から当該加算を受けようとする事業所→当該加算を算定ようとする月の前々月の末日 

（新規指定事業所については前月の１５日まで） 

 

⑵ 提出書類 

①介護給付費算定に係る体制等に関する届出書  

②介護給付費算定に係る体制等状況一覧表 

③介護職員処遇改善加算届出書（別紙様式３又は別紙様式４） 

④介護職員処遇改善計画書（別紙様式２） 

⑤事業所一覧表（別紙様式２の添付書類１） 

⑥都道府県状況一覧表（別紙様式２の添付書類２） 

⑦労働基準法第８９条に規定する就業規則の写し（賃金等に関する規定を別に作成している場合は、

その規定を含む。） 

⑧労働保険に加入していることが確認できる書類の写し（労働保険関係成立届、労働保険概算・確

定保険料申告書等） 

⑨キャリアパス要件等届出書（別紙様式６） 

 

※ ①と②については、前年度までに当該加算を算定している場合であって、当該加算の内容に変

更がない場合は、提出を省略することができます。 

※ ⑤については県内に複数の事業所を有する場合に、⑥については県内にある事業所と県外にあ

る事業所との間で当該加算を流用する場合にそれぞれ提出が必要で、それ以外は省略することが

できます。 

※ ⑦と⑧については、前年度までに当該加算を算定している場合であって、既に提出している内

容に変更がない場合は、提出を省略することができます。 

※ ⑨については、前年度までに届出を行っている場合であって、既に提出している内容に変更が

ない場合は、提出を省略することができます。 
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【４ 実績報告】 

⑴ 当該加算を受けた事業所は、各事業年度における最終の加算の支払いがあった月の翌々月の末

日までに、介護職員処遇改善実績報告書その他関係書類を提出しなければなりません。 

   提出先は、加算算定の届出を行ったところと同じです。 

 

⑵ 提出書類 

①介護職員処遇改善実績報告書（別紙様式５） 

②賃金改善所要額の積算の根拠となる資料（任意の様式） 

③事業所一覧表（別紙様式５の添付書類１） 

④都道府県状況一覧表（別紙様式５の添付書類２） 

 

※ ②については、様式を定めていないので、賃金改善の内容がわかる任意の様式で提出すること

ができます。なお、交付金のときと同様に当該資料の「参考様式」を示しますので活用してくだ

さい。 

※ ③については県内に複数の事業所を有する場合に、④については県内にある事業所と県外にあ

る事業所との間で当該加算を流用する場合にそれぞれ提出が必要で、それ以外は省略することが

できます。 

 

【５ 計画書等及び実績報告書等の届出（提出）先】 

処遇改善の計画書等及び実績報告書等の届出（提出）先は、加算を算定するサービスの種別及び

事業所の所在地により異なりますのでご注意ください。 

※ 地域密着型サービスについては、事業所の所在する市町に届出（提出）をしてください。 

 

サービス種別 事業所所在地 提出先 

（介護予防）訪問介護 

（介護予防）訪問入浴介護 

（介護予防）通所介護 

（介護予防）通所リハビリテーション 

 

鹿沼市・日光市 県西健康福祉センター 

真岡市・芳賀町・益子町 

市貝町・茂木町 

県東健康福祉センター 

栃木市・小山市・下野市・

上三川町・壬生町・岩舟

町・野木町 

県南健康福祉センター 

大田原市・矢板市・那須塩

原市・さくら市・那須烏山

市・塩谷町・高根沢町・那

須町・那珂川町 

県北健康福祉センター 

足利市・佐野市 安足健康福祉センター 

宇都宮市 宇都宮市保健福祉総務課 

（介護予防）短期入所生活介護 

（介護予防）短期入所療養介護 

（介護予防）特定施設入居者生活介護 

介護老人福祉施設 

介護老人保健施設 

介護療養型医療施設 

宇都宮市以外 栃木県高齢対策課介護保険班 

宇都宮市 宇都宮市保健福祉総務課 
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喀痰吸引等研修、認定特定行為業務従事者登録、登録特定行為事業者登録　事務の流れ

県

指導看護師養成研修
介護職員基本研修

及び 筆記試験

① 指導看護師養成研修受講

② 指導看護師登録

③ 指導看護師養成研修修了証交付

④ 介護職員基本研修受講

⑤ 介護職員基本研修合格者登録

⑧ 介護職員基本研修合格通知

⑦ 実地研修計画書提出

⑧ 実地研修委託

⑨ 介護職員実地研修受講

⑩ 指導看護師による評価判定

⑪ 介護職員喀痰吸引等研修修了報告書提出

⑫ 介護職員喀痰吸引等研修修了証交付

⑬ 認定特定行為従事者認定証交付申請

⑭ 認定特定行為従事者認定証交付

　　　実地研修実施機関 介護保険事業所・施設 ⑮ 登録特定行為事業者登録申請

⑯ 登録特定行為事業者登録通知

※経過措置（特養研修、ALS等）は①～⑩なし

※　特別養護老人ホーム・介護老人保健施設等の場合、介護保険事業所自らが実地研修実施機関となることも可能。

　　　指導看護師については、介護職員を受講させる各事業所・施設等において、その雇用する看護師又は提携事業所等の看護師を確保する。

指導看護師 
介   護   職   員 

①養成研修受講 

③修了証交付 

⑦実地研修 

計画書提出 

⑧実地研修委託 

⑨実地研修受講 

④基本研修受講 

 筆記試験受験 

⑩評価判定 

⑥合格通知 

⑬認定証 

交付申請 

⑭認定証 

  交付 

⑮事業者 

登録申請 

⑯事業者 

登録通知 

委託 
委託 

②指導看護師登録 
⑤基本研修受講者 

 合格者登録 

⑪研修修了 

報告書提出 
⑫修了証 

  交付 
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栃木県公式ホームページ 

ホーム > 福祉・医療 > 高齢者 > 介護保険 > 介護職員等による喀痰吸引等業務に係る登録申請の手続き等について 

介護職員等による喀痰吸引等業務に係る登録申請の手続き等について 

 

《喀痰吸引等制度の概要》 

社会福祉士及び介護福祉士法の一部改正により、平成２４年４月から、一定の研修を修了した介護職員

等は、たんの吸引等の業務を実施することが可能となりました。 

 

■ 実施可能な行為 

たんの吸引（口腔内、鼻腔内、気管カニューレ内部） 

経管栄養（胃ろう、腸ろう、経鼻経管栄養） 

 

■ 登録特定行為事業者 

自らの事業又はその一環として、たんの吸引等の業務を行おうとする事業者は、その事業所ごとに、

その所在地を管轄する都道府県知事の登録を受ける必要があります。 

 

 ■ 認定特定行為業務従事者 

介護の業務に従事する方のうち、平成２４年度から実施の一定の研修（喀痰吸引等研修（第一号、第

二号、第三号のいずれか））を修了した方を都道府県知事が認定します。 

 

■ 認定特定行為業務従事者（経過措置対象者） 

次のア、イに該当する方が対象で、都道府県知事が認定します。 

ア．栃木県が行う「平成２３年度介護職員によるたんの吸引等の実施のための研修事業（不特定多数

の者対象・特定の者対象）」を修了し、栃木県から修了証明書の交付を受けた方 

   イ．次の実質的違法性阻却通知の運用に基づいて、たんの吸引等を実施している介護職員等 

● ＡＬＳ（筋萎縮性側索硬化症）患者の在宅療養の支援について（H15.7.17）  

● 盲、聾、養護学校におけるたんの吸引等の取扱いについて（H16.10.20） 

● 在宅におけるALS以外の療養患者・障害者に対するたんの吸引等の取扱いについて（H17.3.24) 

● 特別養護老人ホームにおけるたんの吸引等の取扱いについて（H22.4.1） 

● 介護職員によるたんの吸引等試行事業（平成22年度事業） 

 

■ 登録研修機関 

    喀痰吸引等研修（基本研修及び実地研修）を行う機関を都道府県知事が登録します。 

    登録研修機関となるには、一定の登録基準を満たす必要があります。 

 

■ 実地研修実施機関 

    喀痰吸引等研修（第一号、第二号）実地研修を行う機関を県知事が委託します。 

    実地研修実施機関となるには、一定の選定基準を満たす必要があります。 

 

□ 喀痰吸引等に関する資料 

○ 国の制度周知用パンフレット 

○ 社会福祉士及び介護福祉士法施行規則の一部を改正する省令の概要 

○ 社会福祉士及び介護福祉士法施行規則の一部を改正する省令（官報抜粋） 

○ 社会福祉士及び介護福祉士法の一部を改正する法律の施行について（喀痰吸引等関係）  
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《喀痰吸引等業務に係る申請手続きについて》 

  

  平成２４年４月から、「登録特定行為事業者」は、認定を受けた「認定特定行為業務従事者」により、たん

の吸引等を実施することができます。（たんの吸引等を実施するには、「登録特定行為事業者」登録と「認定

特定行為業務従事者」認定の両方の手続きが必要です。） 

 

 ※ 申請にあたっては、各事業所ごとに書類を取りまとめの上、登録申請書等送付表を添付して提出して

ください。 

 

Ⅰ 認定特定行為業務従事者の手続き  

１ 認定特定行為業務従事者（経過措置対象者）の認定 

上記ア又はイに該当し、平成２４年４月からたんの吸引等の業務に従事する方は、知事の認定が必要

です。以下の必要書類を提出してください。 

  【介護職員ごとの必要書類】  

   ① 認定特定行為業務従事者認定証（経過措置）交付申請書（第17号様式） 

   ② 住民票（コピー不可） 

   ③ 社会福祉士及び介護福祉士法附則第４条第３号の各号の規定に該当しない旨の誓約書 

                                   （第４号様式の３） 

   ④ 喀痰吸引等に関する研修修了証明書及び修了した研修内容、研修時間が確認できる書類 

   ⑤ 認定特定行為業務従事者認定証（経過措置）交付申請書添付書類①（本人誓約書） 

                                   （第17号様式の２） 

   ⑥ 認定特定行為業務従事者認定証（経過措置）交付申請書添付書類②（第三者証明書） 

                                   （第17号様式の３） 

   ⑦ 認定特定行為業務従事者認定証（経過措置）交付申請書添付書類③（実施状況確認書） 

                                   （第17号様式の４） 

 

  ２ 認定特定行為業務従事者の認定 

平成２４年度以降の喀痰吸引等研修（第一号研修、第二号研修又は第三号研修）を修了し、栃木県か

ら修了証明書の交付を受けた介護職員等は、喀痰吸引等の業務を行うには知事の認定が必要ですので、

以下の必要書類を提出してください。 

  【必要書類】  

   ① 認定特定行為業務従事者認定証交付申請書 

     第一号・第二号研修修了者対象（第４号様式）、第三号研修修了者対象（第４号様式の２） 

   ② 住民票（コピー不可） 

③ 社会福祉士及び介護福祉士法附則第４条第３号の各号の規定に該当しない旨の誓約書                              

（第４号様式の３） 

④ 喀痰吸引等研修の修了証明書 

 

３ 認定特定行為業務従事者の認定内容の追加・変更・辞退について 

   認定特定行為業務従事者の認定内容について、追加・変更・辞退しようとする場合は、それぞれ以下

の必要書類を提出してください。 

  《特定行為の追加》  

 次に該当する場合は、上記「２ 認定特定行為業務従事者の認定」に掲げる必要書類を提出してくだ

さい。 ※ 添付書類省略不可 
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   ● 経過措置認定者が、第一号、第二号、第三号研修（平成２４年度～）を修了した場合 

   ● 第三号研修認定者が第一号、第二号研修を修了した場合 

   ● 第三号研修認定者又は経過措置認定者が、認定証の交付を受けた特定の者以外の者に実施する場 

  合又は認定を受けた行為以外の行為を実施する場合 

 ● 第二号研修認定者が行為（気管カニューレ内部の喀痰吸引及び経鼻経管栄養）を追加する場合 

《変更》 

   認定特定行為業務従事者の氏名、住所に変更があった場合 

   【必要書類】 

    ① 認定特定行為業務従事者認定証変更届出書（第７号様式） 

    ② 変更内容がわかる書類（戸籍抄本、住民票の写し（コピー不可））   

    ③ 認定特定行為業務従事者認定証再交付申請書（第８号様式） 

    ④ 現在認定を受けている認定特定行為業務従事者認定証 

  《汚損・紛失》  

   認定特定行為業務従事者認定証を汚損又は紛失してしまった場合 

【必要書類】 

    ① 認定特定行為業務従事者認定証再交付申請書（第８号様式） 

    ② 認定特定行為業務従事者認定証（汚損の場合）  

  《辞退》 

   認定特定行為業務従事者が喀痰吸引等の業務を行う必要がなくなった場合 

【必要書類】 

    ① 認定特定行為業務従事者認定証辞退届出書（第11号様式） 

    ② 認定特定行為業務従事者認定証 

 

Ⅱ 登録 特定行為事業者の手続き 

１ 登録特定行為事業者の登録  

平成２４年４月から認定特定行為業務従事者によるたんの吸引等の業務を行おうとする事業所等は、

申請が必要です。 

以下の必要書類を提出してください。 

   【必要書類】  

   ① 登録喀痰吸引等事業者（登録特定行為事業者）登録申請書（第１号様式） 

   ② 申請者が法人である場合は、定款または寄附行為 及び 登記事項証明書／ 

          申請者が個人である場合は、住民票の写し 

   ③ 介護福祉士・認定特定行為業務従事者名簿（第１号様式の２） 

   ④ 社会福祉士及び介護福祉士法第48条の４の規定に該当しない旨の誓約書 

（第１号様式の３） 

⑤ 登録喀痰吸引等事業者（登録特定行為事業者）登録適合書類（第１号様式の４）  

   ⑥ ⑤の書類において「該当書類」に記載した書類及びその他関連する書類  

      ※ 適合書類チェックリストの各項目について記載してください。 

        業務方法書 様式１ 様式２ 様式３ 様式４ 

 

 ２ 登録特定行為事業者の登録内容の追加・変更・辞退について 

   登録特定行為事業者の登録内容を追加・変更・辞退しようとする場合は、それぞれ以下の必要書類を

提出してください。 

《特定行為の追加》 

 実施する特定行為を追加しようとする場合 
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【必要書類】   

① 登録喀痰吸引等事業者（登録特定行為事業者）登録更新申請書（第３号様式） 

② 社会福祉士及び介護福祉士法第48条の５第１号各号に掲げる要件の全てに適合することを証す

る書類（特定行為の追加に合せて内容を更新した業務方法書）   

  《変更》 

登録を受けた内容に変更が生じた場合 

【必要書類】   

① 登録喀痰吸引等事業者（登録特定行為事業者）変更登録届出書（第３号様式の２） 

② 変更内容がわかる書類（登記事項や定款･寄付行為が変更となる場合はそれを証する書類を添付） 

  《辞退》 

    登録を辞退する場合 

    ① 登録喀痰吸引等事業者（登録特定行為事業者）登録辞退届出書（第３号様式の３）  

 

Ⅲ 実地研修実施機関の手続きについて     

  喀痰吸引等研修の実地研修を実施しようとする事業所等については、実地研修の実施機関として、県か

ら委託させていただきます。次のａ、ｂに該当する場合は、以下の必要書類を提出してください。県にお

いて審査の上、委託契約書を送付いたします。 

  ※ 既に契約を済ませている事業所等においては、提出不要です。  

   ａ 平成２４年度以降の喀痰吸引等研修（第一号、第二号研修）実地研修を実施しようとする 

事業所等 

     ※ 第三号研修は不要です。 

   ｂ 平成２３年度介護職員等によるたんの吸引等の実施のための研修事業（不特定多数の者対 

象）実地研修を継続実施しようとする事業所等 

  【必要書類】 

   ①  実地研修実施計画書（別紙１） 

   ② 定款または寄附行為及び登記事項証明書     

   ③  業務規程（参考様式） 

      様式１ 様式２       

   ④ 指導看護師名簿（参考様式）    

   ⑤ 研修機器及び参考図書等一覧（参考様式） 

 

 提出先 

Ⅰ～Ⅱに係る申請について、介護保険法上の事業所については高齢対策課あて、障害者自立支援法上の

事業所等については障害福祉課あて、それぞれ提出してください。 

  Ⅲについては、高齢対策課あて提出してください。 

 

    〒３２０－８５０１ 

    栃木県宇都宮市塙田１－１－２０ 

    栃木県保健福祉部 

      高齢対策課 介護保険班   ℡ ０２８－６２３－３１４８ 

      障害福祉課 施設福祉担当  ℡ ０２８－６２３－３０２９ 
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施設等の区分

（１）添付書類

・一月当たり平均利用延人員数計算書（様式５－１）

（２）算定要件等

【小規模型事業所】

・前年度の１月当たりの平均利用延人員数が３００人以内の事業所であること。

【通常規模型事業所】

・前年度の１月当たりの平均利用延人員数が３００人を超え７５０人以内の事業所であること。

【大規模型事業所（Ⅰ）】

・前年度の１月当たりの平均利用延人員数が７５０人を超え９００人以内の事業所であること。

【大規模型事業所（Ⅱ）】

・前年度の１月当たりの平均利用延人員数が９００人を超える事業所であること。

※上記における平均利用延人員数の計算に当たっては、以下の事項に注意すること。

（通所介護）

◆事業所の規模に応じて、いずれか該当するものに○を付けてください。

※当該指定通所介護事業所に係る指定通所介護事業者が指定介護予防通所介護事業者の指定を併せて受け、一体的に事業
を実施している場合は、当該指定介護予防通所介護事業所における前年度の１月当たりの平均利用延人員数を含む。

・平均利用延人員数は、計算結果の小数点以下も含めて判断すること。
(例）計算した結果が、「７５０．００１・・・」となった場合は、大規模型事業所（Ⅰ）に該当します。

・一月間（歴月）、正月等の特別な期間を除いて毎日事業を実施した月における平均利用延人員数については、当該月の平
均利用延人員数に７分の６を乗じて得た数によるものとすること。

・３時間以上５時間未満の報酬を算定している利用者（２時間以上３時間未満の報酬を算定している利用者を含む。）につい
ては、利用者数に２分の１を乗じて得た数とし、５時間以上７時間未満の報酬を算定している利用者については利用者数に４
分の３を乗じて得た数とすること。

・平均利用延人員数に含むこととされた介護予防通所介護事業者の利用者の計算に当たっては、介護予防通所介護の利用
時間が５時間未満の利用者については、利用者数に２分の１を乗じて得た数とし、利用時間が５時間以上７時間未満の利用
者については、利用者数に４分の３を乗じて得た数とする。ただし、介護予防通所介護事業所の利用者については、同時に
サービスの提供を受けた者の最大数を営業日ごとに加えていく方法によって計算しても差し支えないこと。

・前年度の実績が６月に満たない事業者（新たに事業を開始し、又は再開した事業者を含む。）又は前年度から定員を概ね２
５％以上変更して事業を実施しようとする事業者においては、当該年度に係る平均利用延人員数については、都道府県知事
に届け出た当該事業所の利用定員の９０％に予定される１月当たりの営業日数を乗じて得た数とすること。
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(様式５－１）　１月当たり平均利用延人員数計算書

※ 黄色のセルのみ入力

当該事業所の利用定員 利用係数 時間係数 年間営業日数 月平均利用延人員数

× 0.9 × × ÷ １２月 ＝ 0

①月あたり平均利用者数を算出する

係数 第1週 換算数 第2週 換算数 第3週 換算数 第4週 換算数 第5週 換算数

２時間以上３時間未満 ×１／２ 0 0 0 0 0

３時間以上５時間未満 ×１／２ 0 0 0 0 0

５時間以上７時間未満 ×３／４ 0 0 0 0 0

７時間以上９時間未満 ×　１ 0 0 0 0 0

　５時間未満 ×１／２ 0 0 0 0 0

５時間以上７時間未満 ×３／４ 0 0 0 0 0

　７時間超※１ ×　１ 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

※１　介護予防利用者人数については、同時にサービスの提供を受けた者の最大数を営業日ごとに加えて算出してもよい。（表中、「7時間超」の欄のみ使用して算出してもよい）

月当たり平均利用者数 0

②　①から前年度の平均利用延人数を算出する

区　　分 Ｈ２４．４ Ｈ２４．５ Ｈ２４．６ Ｈ２４．７ Ｈ２４．８ Ｈ２４．９ Ｈ２４．１０Ｈ２４．１１Ｈ２４．１２ Ｈ２５．１ Ｈ２５．２ 計（人）

合計（人） 0

月平均利用延人員数 （ａ）／ 月 ＝ #DIV/0!

Ｈ２４．４ Ｈ２４．５ Ｈ２４．６ Ｈ２４．７ Ｈ２４．８ Ｈ２４．９ Ｈ２４．１０Ｈ２４．１１Ｈ２４．１２ Ｈ２５．１ Ｈ２５．２ 計（人） 係数 換算後の人数

２時間以上３時間未満 0 ×１／２ 0

３時間以上５時間未満 0 ×１／２ 0

５時間以上７時間未満 0 ×３／４ 0

７時間以上９時間未満 0 ×　１ 0

　５時間未満 0 ×１／２ 0

５時間以上７時間未満 0 ×３／４ 0

　７時間超※１ 0 ×　１ 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

※　介護予防利用者人数については、同時にサービスの提供を受けた者の最大数を営業日ごとに加えて算出してもよい。（表中、「7時間超」の欄のみ使用して算出してもよい）

月平均利用延人員数 （ａ）／ 月 ＝ #DIV/0!

（２）　（１）以外の事業所

区　　分

予
防
サ
ー

ビ
ス

合計（人）

介
護
サ
ー

ビ
ス

介
護
サ
ー

ビ
ス

（１）　月曜日から日曜日まで毎日営業している事業所（正月、お盆等の特別な期間は除く）

区　　分

予
防
サ
ー

ビ
ス

合計（人）

週当たり利用延人員（人）

  具体的には次により計算 
 

◎次のいずれかに該当するか 

 

①平成２４年１０月１日以降に事業を開始した事業所（再開

した事業所を含む）又は定員を２５％以上変更して事業を

実施した事業所 

 

②平成２５年４月１日に新たに事業を開始する予定の事業

所（再開予定の事業所を含む）又は定員を２５％以上変更

する予定の事業所 

Ｙｅｓ 

Ｎｏ 

月の中途から事業を開始（再開含む）した場合又は２５％以上

の定員変更を行った場合は当該月を含む 

当該事業所の運営規程の営業時間が 

 ・３時間以上５時間未満の場合＝0.5 

 ・５時間以上７時間未満の場合＝0.75 

 ・７時間以上９時間未満の場合＝１ 

Ｈ２５．４～Ｈ２６．３までの１

年間において運営規程に

定める休日を除く日 

少数点の端数処理は

行いません。 

 ■厚生労働大臣が定める施設基準 

 

 通所介護 

  ① 小規模型  ：前年度の１月あたりの平均利用延人員数が３００人以内 

  ② 通常規模型：            〃          ３００人を超え７５０人以内 

  ③ 大規模(Ⅰ）：            〃         ７５０人を超え ９００人以内 

  ④ 大規模（Ⅱ）：            〃         ９００人超 

  ※平均利用延人員数は、少数点以下も含めて判断する。 

    （例）計算した結果が、「７５０．００１・・・」となった場合は、大規模（Ⅰ）に該当します。 

各月における利用延人員数（介護予防の

事業を一体的に実施している場合は予防

の利用者を含む）を入力 

少数点の端数処理は

行いません。 

少数点の端数処理は

行いません。 

各月における利用延人員数（介護予防の事業

を一体的に実施している場合は予防の利用者

を含む）を入力 

週の利用延人員数に6／７を乗ずる 

（少数点第3位を四捨五入） 

 

①の計算によって求めた各月の「月

当たり平均利用者数」を入力 

月の中途から事業を開始（再開含む）した場合又は２５％以上

の定員変更を行った場合は当該月を含む 
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施設等の区分

（１）添付書類

・一月当たり平均利用延人員数計算書（様式６－１）

（２）算定要件等

【通常規模の事業所】

・前年度の１月当たりの平均利用延人員数が７５０人以内の事業所であること。

【大規模の事業所（Ⅰ）】

・前年度の１月当たりの平均利用延人員数が７５０人を超え９００人以内の事業所であること。

【大規模の事業所（Ⅱ）】

・前年度の１月当たりの平均利用延人員数が９００人を超える事業所であること。

※上記における平均利用延人員数の計算に当たっては、以下の事項に注意すること。

（通所リハビリテーション）

・平均利用延人員数は、計算結果の小数点以下も含めて判断すること。
(例）計算した結果が、「７５０．００１・・・」となった場合は、大規模の事業所（Ⅰ）に該当します。

◆事業所の規模に応じて、いずれか該当するものに○を付けてください。

※当該指定通所リハビリテーション事業所に係る指定通所リハビリテーション事業者が指定介護予防通所リハビリテーション事業
者の指定を併せて受け、一体的に事業を実施している場合は、当該指定介護予防通所リハビリテーション事業所における前年度
の１月当たりの平均利用延人員数を含む。

・１時間以上２時間未満の報酬を算定している利用者については、利用者数に４分の１を乗じて得た数とし、３時間以上４時間
未満の報酬を算定している利用者（２時間以上３時間未満の報酬を算定している利用者を含む。）については、利用者数に２
分の１を乗じて得た数とし、４時間以上６時間未満の報酬を算定している利用者については利用者数に４分の３を乗じて得た
数とすること。

・平均利用延人員数に含むこととされた介護予防通所リハビリテーション事業者の利用者の計算に当たっては、介護予防通
所リハビリテーションの利用時間が２時間未満の利用者については、利用者数に４分の１を乗じて得た数とし、２時間以上４時
間未満の利用者については、利用者数に２分の１を乗じて得た数とし、利用時間が４時間以上６時間未満の利用者について
は、利用者数に４分の３を乗じて得た数とする。ただし、介護予防通所リハビリテーション事業所の利用者については、同時に
サービスの提供を受けた者の最大数を営業日ごとに加えていく方法によって計算しても差し支えないこと。

・前年度の実績が６月に満たない事業者（新たに事業を開始し、又は再開した事業者を含む。）又は前年度から定員を概ね２
５％以上変更して事業を実施しようとする事業者においては、当該年度に係る平均利用延人員数については、都道府県知事
に届け出た当該事業所の利用定員の９０％に予定される１月当たりの営業日数を乗じて得た数とすること。

< 36 > 



(様式６－１）　１月当たり平均利用延人員数計算書

※ 黄色のセルのみ入力

当該事業所の利用定員 利用係数 時間係数 年間営業日数 月平均利用延人員数

× 0.9 × × ÷ １２月 ＝ 0

①月あたり平均利用者数を算出する

係数 第1週 換算数 第2週 換算数 第3週 換算数 第4週 換算数 第5週 換算数

１時間以上２時間未満 ×１／４ 0 0 0 0 0

２時間以上３時間未満 ×１／２ 0 0 0 0 0

３時間以上４時間未満 ×１／２ 0 0 0 0 0

４時間以上６時間未満 ×３／４ 0 0 0 0 0

６時間以上８時間未満 ×　１ 0 0 0 0 0

　２時間未満 ×１／４ 0 0 0 0 0

２時間以上４時間未満 ×１／２ 0 0 0 0 0

４時間以上６時間未満 ×３／４ 0 0 0 0 0

　６時間超※１ ×　１ 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

※１　介護予防利用者人数については、同時にサービスの提供を受けた者の最大数を営業日ごとに加えて算出してもよい。（表中、「6時間超」の欄のみ使用して算出してもよい）

月当たり平均利用者数 0

②　①から前年度の平均利用延人数を算出する

区　　分 H24.4 H24.5 H24.6 H24.7 H24.8 H24.9 H24.10 H24.11 H24.12 H25.1 H25.2 計（人）

合計（人） 0

月平均利用延人員数 （ａ）／ 月 ＝ #DIV/0!

H24.4 H24.5 H24.6 H24.7 H24.8 H24.9 H24.10 H24.11 H24.12 H25.1 H25.2 計（人） 係数 換算後の人数

１時間以上２時間未満 0 ×１／４ 0

２時間以上３時間未満 0 ×１／２ 0

３時間以上４時間未満 0 ×１／２ 0

４時間以上６時間未満 0 ×３／４ 0

６時間以上８時間未満 0 ×　１ 0

　２時間未満 0 ×１／４ 0

２時間以上４時間未満 0 ×１／２ 0

４時間以上６時間未満 0 ×３／４ 0

　６時間超※１ 0 ×　１ 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

※　介護予防利用者人数については、同時にサービスの提供を受けた者の最大数を営業日ごとに加えて算出してもよい。（表中、「6時間超」の欄のみ使用して算出してもよい）

月平均利用延人員数 （ａ）／ 月 ＝ #DIV/0!

週当たり利用延人員（人）

（１）　月曜日から日曜日まで毎日営業している事業所（正月、お盆等の特別な期間は除く）

区　　分

介
護
サ
ー

ビ
ス

合計（人）

予
防
サ
ー

ビ
ス

（２）　（１）以外の事業所

区　　分

介
護
サ
ー

ビ
ス

合計（人）

予
防
サ
ー

ビ
ス

  具体的には次により計算 
 

◎次のいずれかに該当するか 

 

①平成２４年１０月１日以降に事業を開始した事業所（再開

した事業所を含む）又は定員を２５％以上変更して事業を

実施した事業所 

 

②平成２５年４月１日に新たに事業を開始する予定の事業

所（再開予定の事業所を含む）又は定員を２５％以上変更

する予定の事業所 

Ｙｅｓ 

Ｎｏ 

月の中途から事業を開始（再開含む）した場合又は２５％以上

の定員変更を行った場合は当該月を含む 

当該事業所の運営規程の営業時間が 

 ・１時間以上２時間未満の場合＝0.25 

 ・２時間以上３時間未満の場合＝0.5 

 ・３時間以上４時間未満の場合＝0.5 

 ・４時間以上６時間未満の場合＝0.75 

 ・６時間以上８時間未満の場合＝１ 

Ｈ２５．４～Ｈ２６．３までの１

年間において運営規程に

定める休日を除く日 

少数点の端数処理は

行いません。 

 ■厚生労働大臣が定める施設基準 

 
 通所リハビリテーション 

  ① 通常規模 ：前年度の１月あたりの平均利用延人員数が７５０人以内 

  ② 大規模(Ⅰ）：            〃         ７５０人を超え９００人以内 

  ③ 大規模（Ⅱ）：            〃         ９００人超 
       ※平均利用延人員数は、少数点以下も含めて判断する。 

    （例）計算した結果が、「７５０．００１・・・」となった場合は、大規模（Ⅰ）に該当します。 

各月における利用延人員数（介護予防の

事業を一体的に実施している場合は予防

の利用者を含む）を入力 

少数点の端数処理は

行いません。 

少数点の端数処理は

行いません。 

各月における利用延人員数（介護予防の事業

を一体的に実施している場合は予防の利用者

を含む）を入力 

週の利用延人員数に6／７を乗ずる 

（少数点第３位を四捨五入） 

 

 

①の計算によって求めた各月の「月

当たり平均利用者数」を入力 

月の中途から事業を開始（再開含む）した場合又は２５％以上

の定員変更を行った場合は当該月を含む 
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